
　

   分任契約担当官
   陸上自衛隊関西補給処桂支処
   会計科長  　　田　尾　正　輝

　以下のとおり一般競争入札を実施するので、「入札及び契約心得」及び「契約条項」を承知のうえ参加さ
れたい。

１　入札事項
単位 数量 納入場所 納　期

ST 1 仕様書のとおり
令和７年６月２３日～
令和７年６月２７日

※荷役器材（クレーン、フォークリフト、コンテナ）

２　競争参加資格
 (1)  予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。なお未成年者、被補佐人
　　又は被補助人であって契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該
　　当する。
 (2)  令和７・８・９年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の資格審査結果通知を受けた者
　　のうち「役務の提供等」の「Ｃ等級」以上の格付を有する者。
 (3)  防衛省から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
 (4)  別紙第１「装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等」に該当しない者であること。
３　契約条項を示す場所
 (1)　入札及び契約心得等については関西補給処桂支処総務部会計課に掲示する。　
 (2)　適用する契約条項
　　　駐屯地用標準契約書に示す下記条項
　　　「賃貸借契約条項」
　　　「談合等の不正行為に関する特約条項」
　　　「暴力団排除に関する特約条項」
４　説明会及び入札執行の日時場所
 (1)  説明会
　　　実施しない。(疑義事項については随時説明するため、連絡すること。)
 (2)  入札日時場所
      令和７年５月９日（金）１０時００分　桂駐屯地　本部庁舎１Ｆ　多目的室
５  入札・契約保証金等に関する事項
 (1) 入札・契約保証金：免除
 (2) 違約金に関する事項：落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きをしない場合には、落
　 札者が契約締結に応じないものとみなし、落札価格の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収し、
　 契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金額を違約金として徴収する。
 (3)  遅延賠償：遅延部分１日につき、契約金額の１／１０００に相当する金額以上を徴収する。
６　入札の無効
 (1)  第２項に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札
 (2)  入札に関する条項に違反した者の入札
 (3)  入札開始時刻に遅れた者の入札
 (4)  入札金額、入札者氏名及び押印が判明しがたいもの又は押印がない入札で責任者及び担当者の氏名及び
　　連絡先の記載がないもの
 (5)  電報、電話、ＦＡＸによる入札
 (6)  郵便入札の場合、期限までに到着しなかった入札
 (7)  暴力団排除に関する誓約を実施していない者の入札及び誓約に虚偽があった場合又は誓約に反する事態
　　が生じた場合
７　落札決定方法
 (1)　総額が当隊所定の予定価格の範囲内でかつ最低価格の入札者をもって落札者とする。
 (2)　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算した金額（当
  　該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって契約金額とす
　　るので入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった金額の１１０
　　分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。（※「消費税抜き価格」とする。）
　　　なお、落札者となるべき最低入札者が２人以上ある場合は、抽選により落札者を決定する。

令和７年度第１回港湾荷役実動
訓練に伴う船舶及び荷役器材等
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　公  告  第 ２３ 号
　令和７年４月１１日
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 (3)　落札者がないときは直ちに再度の入札を行う。郵便入札があった場合は別途連絡する。
　　（初度の入札に参加しない者の再度入札参加は認めない。）
８　契約書等の作成
　　落札者は落札決定後遅滞なく契約書を作成する。
９　その他
 (1)  入札参加希望者は令和７年５月７日（水)１２時００分 までに競争入札受付票（別紙第２）に必要事項
　　を記入し、資格決定通知書（写）と合わせて提出（ＦＡＸ可）すること。
 (2)  郵便入札による提出要領について、以下のとおりとする。
　　ア　入札書を「（入札の件名）入札書在中」と明記した小封筒に入れて封印する。
　　イ　上記アの入札書が入った小封筒を郵便用封筒に入れて、令和７年５月９日（金）０９００までに関
　　　西補給処桂支処総務部会計課に必着するよう送付するとともに、郵送した旨を第９項（８）の「入札及
　　　び契約に関する事項への問い合わせ先」に通報すること。
　　ウ　郵便入札の際には、発送者の責任において到着の確認をするものとする。
 (3)  契約の成立時期については、契約書に双方が記名押印したときとする。
 (4)  代理人による入札の場合は、入札時に委任状を提出すること。
 (5)　入札書に記載すべき事項
　　「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」の契約条項等を承諾のうえ入札いたします。また、当社（私
   (個人の場合)、当団体(団体の場合))は「入札及び契約心得」に示された暴力団排除に関する誓約条項につ
    いて誓約いたします。」
 (6)  本記載事項に関する問い合わせ先
    ア  入札及び契約に関する事項：陸上自衛隊関西補給処桂支処総務部会計課　契約班　（担当 ：毛利）
　      ＴＥＬ　０７５－３８１－２１２５（内線３４１）　ＦＡＸ　０７５－３８１－８８８１（直通）
    イ  仕様に関する事項：中央輸送隊第４方面分遣隊総務科　担当： 安部
　      ＴＥＬ　０７５－３８１－２１２５（内線４３１）
10　公告掲示場所及び期間
　　ア　掲示場所

　　イ  掲示期間
　　　　令和７年４月１１日（金）～ 令和７年５月９日（金）

　　　　陸上自衛隊桂駐屯地　１号隊舎１階　会計課事務室前掲示板、　及び陸上自衛隊宇治駐屯地　関西補給処　調
　　　　陸上自衛隊桂駐屯地ＨＰ　https：//www.mod.go.jp/gsdf/mae/3d/katura/



別紙第１

１　大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に

　係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

２　前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種

　の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。

３　原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由

　を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りではない。

４　第２号の「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該当する場合を

　いう。

 (1)  資本関係がある場合

　　　次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては子会社（会社法（平成１７年法律第

　　８６号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第３条の規定による子

　　会社をいう。以下同じ。）又は、イについて子会社の一方が会社更生法（昭和２７年法律第１７２

　　号）第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」という。）又は民事再生法（平成１１年

　　法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続き（以下「再生手続」という。）が存続中の会

　　社である場合を除く。

　　ア　親会社（会社法第２条４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以下同じ。）

　　　と子会社の関係にある場合。

　　イ　 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。

 (2)  人的関係がある場合

　　　次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては、更正会社又は再生手続存続中の会

　　社である場合は除く。

　　ア  一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、理事、監事その他

　　  これらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において同じ。）が、他方の会社の役員を

　　 現に兼ねている場合。

　　イ 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更正法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項

　　 の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合。

　　ウ （１）及び（２）に掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方の会

      令和７年５月９日（金）１０時００分　桂駐屯地　本部庁舎１Ｆ　多目的室

　　 に掲げる場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合。

装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等



別紙第２

住所

（電話　　　　　－　　　　　－　　　　　）

会社名

受領者（役職・氏名）

仕
様
書
等
受
領
者

官側受付日

競争入札受付票

入札件名 入札日時

年　　　月　　　日



 

入 札 補 足 説 明 書 

令和７年４月１１日 

入札参加業者各位 

分任契約担当官 

陸上自衛隊関西補給処桂支処 

会計科長  田 尾 正 輝 

 

入札にあたり、下記事項について統制するので了承の上、参加されたい。 

 

記 

 

１ 件 名：令和７年度第１回港湾荷役実動訓練に伴う船舶及び荷役器材等の手配等 

 

２ 契約区分：総額契約（確定契約） 

 

３ 入札方法等 

(1) 代理人により入札する場合は、入札開始前までに委任状を提出すること。 

(2) 入札の際、入札書（入札書鑑及び内訳書）は、封書に入れずに投函すること。 

(3) 入札書鑑に押印しない場合は責任者及び担当者の氏名及び連絡先（電話番号）を確実に記載す 

ること。 

 (4) 開札の結果、落札者が無い場合は、直ちに再度入札を実施するので、入札書の予備を持参するこ

と。（辞退の場合も辞退札の提出が必要なため。）開札時に、郵便入札により立会できない場合は別

辞する。 

     

４ 代金の確定要領 

(1) 役務完了届の提出 

  役務履行完了後、２部提出すること。 

      

５ その他      

 (1) 追加費用等 

落札決定後の追加費用等の発生については認めない。ただし、不測事態の発生等、請負業者の 

責によらず、やむを得ないものと判断される場合又は仕様書内容の一部変更等、官側の都合に基

づくものについては、この限りではない。 

 (2) 定型様式等の送付 

    入札書書式は後日送付する。 

 (3) 質問事項等受付先（メール、ＦＡＸ） 

  ア 入札、見積依頼に関すること。 （会計科 毛利  TEL 075-381-2125 内線 341） 

                            FAX 075-381-8881 

イ 仕様書に関すること。     （総務科 安部  TEL 075-381-2125 内線 431） 



 

１ 

 仕   様   書  

名  称 
令和７年度第１回港湾荷役実動訓練に伴

う船舶及び荷役器材等の手配等 
作成部隊 

中央輸送隊 

第４方面分遣隊 

作成年月日 令和７年３月８日 仕様書番号 中輸４分遣－１ 

 

１ 適用範囲 

    本仕様書は、令和７年度第１回港湾荷役実動訓練に伴う船舶及び荷役器材等の手配等につ

いて規定するものとする。 

 

２ 用語の定義 

 (1) 港 湾 

   高知新港 

 (2) 荷役器材 

  ア クレーン 

    定格重量１３０ｔ以上のクレーン（オールテレーンクレーン）（１台） 

  イ フォークリフト 

    ２３ｔ以上のフォークリフト（１台） 

 (3) 船舶 

貨物船２９９総トン型の貨物船舶 

(4) コンテナ 

２０ft コンテナ（２３本） 

 

３ 役務実施時期 

 (1) 船舶、荷役器材及びコンテナの手配 

ア 船 舶 

    令和７年６月２６日（木）～６月２７日（金） 

イ 荷役器材 

     令和７年６月２３日（月）～６月２７日（金） 

ウ コンテナ 

 令和７年６月２３日（月）～６月２７日（金）２３本 

 (2) 配送及び回収時期並びに場所 

  ア 配 送 

   (ｱ) 船 舶 

     令和７年６月２６日（木） 高知新港 

(ｲ) 荷役器材 

       令和７年６月２３日（月） 高知新港 

   (ｳ) コンテナ 

       令和７年６月２３日（月） 高知新港 ２３本 



 

      ２ 

イ 回 収 

   (ｱ) 船 舶 

令和７年６月２７日（金） 高知新港 

(ｲ) 荷役器材 

       令和７年６月２７日（金） 高知新港 

   (ｳ) コンテナ 

       令和７年６月２７日（金） 高知新港 

     

４ 役務内容 

(1) 港湾使用に係る調整及び業務 

(2) 船舶の手配及び維持管理 

(3) 荷役器材及びコンテナの手配 

(4) 港湾への荷役器材、コンテナの配送及び回収 

(5) 港湾における荷役器材操作に係る事項 

 

５ 役務の細部要領 

 (1) 港湾使用に係る業務 

  ア 港湾における使用岸壁及び使用地域に関する手続等は、業者所定とするものとする。 

イ 岸壁保護の処置については、港湾管理者の指導に基づき実施するものとする。 

ウ タグボートの使用等、港湾使用に係る必要な申請及び調整等は、業者が実施するもの 

とする。 

エ 港湾での訓練地域として、コンテナ２３本を集積でき、クレーンによる船舶の荷役訓 

練が実施できる地域を確保するものとする。 

  オ 夜間の荷役器材及びコンテナの管理は業者が行うものとするものとする。 

(2) 船舶の手配及び維持管理 

   業者は、港湾への船舶の入・出港に係る必要な申請及び調整等を実施するものとする。 

(3) 荷役器材及びコンテナの手配 

 ア 荷役器材（クレーンを除く。）は、レンタルで使用できるものとする。 

イ 荷役器材及びコンテナについては、正常な機能を発揮できる器材とするものとする。 

ウ 荷役器材及びコンテナについては、通常使用時での故障は、業者が負担とするものと 

する。 

    エ 借用期間中、故障・不具合が発生した場合は、速やかに業者による修繕又は代替品の 

手配をするものとする。 

  オ 業者は、クレーンによるコンテナ吊上げに必要な資材（２０ｔ以上吊上可能な吊具（ワ 

イヤー））を用意するものとする。 

カ 船舶及び荷役器材については、任意保険加入（保険含む及び免責０円）するものとす 

る。 

キ 業者は、船舶でのコンテナの保定具（バーチカルスタッカー等）を準備するものとす 

る。 

 

 

 

 



 

３ 

(4) コンテナの重量の作為 

 ア 業者は、各コンテナのバラストの重量を下記の通り作為するものとする。 

連番 重  量（ｋｇ） 重心 

１ ３，１００ 中央 

２ ３，１００ 偏心させる 

３ ３，５００ 中央 

４ ３，５００ 中央 

５ ３，８００ 中央 

６ ４，０００ 中央 

７ ４，０００ 中央 

８ ４，０００ 偏心させる 

９ ４，５００ 中央 

１０ ４，５００ 偏心させる 

１１ ４，５００ 偏心させる 

１２ ５，５００ 中央 

１３ ５，５００ 偏心させる 

１４ ６，０００ 中央 

１５ ６，０００ 中央 

１６ １３，２００ 中央 

１７ １３，２００ 偏心させる 

１８ １３，２００ 偏心させる 

１９ ２，０００ 偏心させる 

２０ ２，０００ 偏心させる 

２１ ０ 中央 

２２ ０ 中央 

２３ ０ 中央 

イ 各コンテナの重量について、上記重量の上下限０．５ｔ以内の誤差は許容するものと 

する。 

ウ 各コンテナの重量物については、業者指定とする。 

  エ 各コンテナ内の重量物の保定・縛着については、業者が実施するものである。 

(5) 港湾への船舶の配送 

  ア ６月２６日（木）朝の別に示す時期・場所に配送するものとする。 

  イ 船舶の配送要領は、業者所定とするものとする。 

(6) 港湾への荷役器材及びコンテナの配送 

  ア ６月２３日（月）午後の別に示す時期・場所に配送するものとする。 

  イ 荷役器材及びコンテナの配送要領は、業者所定とするものとする。 

(7) 港湾からの荷役器材、船舶及びコンテナの回収 

  ア ６月２７日（金）午後の別に示す時期・場所から回収するものとする。 

  イ 荷役器材及びコンテナの回収要領は、業者所定とするものとする。 

(8) 港湾における荷役器材操作に係る事項 

  ア 業者は、クレーンの使用にあたり、役務実施期間を通じて官側の要員を指導し得る 

オペレーターを配置するものとする。 

イ 業者は、官側が実施するクレーンのカウンターウエイトの取付け及び取外しについて 

指導するものとする。 

（但し、業者側で安全上の問題がある場合は、この限りではない。） 



 

４」 

６ その他 

 (1) 報 告 

  ア 報告時期及び内容 

毎朝８時までに本船の異状の有無 

イ 報告先 

    官側の別に示す者 

(2) 情報保全処置及び不測事態対処 

  ア 情報保全処置 

本契約に基づく役務の履行間及びこれに伴う調整等において知り得た情報（品目、数 

量、構造、性能、自衛隊の行動に関する事項等）の流失防止するものとする。 

イ 不測事態対処 

   (ｱ) 船舶の遅延及び運航困難な状況が生起した場合は直ちに報告する等、速やかに対処

するものとする。 

   (ｲ) 報告内容 

ａ 発生した日時及び場所 

ｂ 現地調整者（所属、氏名及び連絡先） 

ｃ 状況（不測事態を解明するための写真等を含む） 

ｄ 発生の原因 

ｅ 調査要領（調査組織、調査の流れ、調査場所、調査内容）及び調査日程 

ｆ 傷病者発生時の応急処置状況 

ｇ その他、官側が要求する事項 

 (3) 船舶及び荷役器材等の損傷等に関する責任 

    官側が操作を実施している場合において明らかに官側の誤操作又は業者側の指導に従 

わなかった場合の損傷は、官側の責任とするものとする。 

(4) 船舶及び荷役器材の燃料 

 船舶及び荷役器材使用間における燃料補充は業者側が実施するものとする。 

 (5) その他、本仕様書で定めのない事項及び役務の履行が困難になった場合は別途協議する 

ものとする。 

 

 

作成責任者         

                     中央輸送隊第４方面分遣隊長  

３等陸佐 北 芝 博 一  



入札参加業者 各位

   分任契約担当官
   陸上自衛隊関西補給処桂支処
   会計科長  　　田　尾　正　輝

 
　入札に先立ち、別紙の市価調査を依頼致します。
本調査依頼は、予算把握の資料となるもので、決して貴社の不利益となるような
取扱いは致しませんので御協力をお願いいたします。

２  仕　　様 ： 仕様書のとおり

３　提出期日 ：４／２５(金)１２００まで（メール又はＦＡＸ、じ後原本）

４　記入要領等                                                          

  (1) 消費税については、税抜きでお願い致します。
  (2) 本見積金額は、入札金額を拘束するものではありませんが、努めて実勢価格
　　を反映していただくようお願い致します。
　(3) 示した費用項目以外の項目がある場合は、費用項目を追加していただいても
　　結構です。その場合、追加した旨の一報をお願いします。

　(4) 各項目で費用の該当のないものは、空欄ではなく、斜線抹消するか、「０」

　　で記入をお願いします。
　(5) 見積書は、会社名、担当者名の記入、押印をお願いします。
  (6) 本見積に関するお問い合わせ先またはＦＡＸ送付先

陸上自衛隊関西補給処桂支処総務部会計課　契約班　（担当 ：毛利）
ＴＥＬ　０７５－３８１－２１２５ 内線３４１
ＦＡＸ　０７５－３８１－８８８１（直通）

１　件　　名 ： 令和７年度第１回港湾荷役実動訓練に伴う船舶及び荷役器材等
　　　　　　　の手配等

令和7年4月11日

市　価　調　査　依　頼　書

記



   分任契約担当官

   陸上自衛隊関西補給処桂支処

   会計科長  　　田　尾　正　輝　殿

連絡先

規　　格 単　位 数　量 単　　価

以下余白

令和７年度第１回港
湾荷役実動訓練に伴
う船舶及び荷役器材
等の手配等

仕様書のとおり ST 1

金額￥　　　　　　　　　　　　　　

品　　目 金　　　額

納期 令和7年6月23日～令和7年6月27日仕様書のとおり

市　価　調　査　書

担当者

代表者名

会社名

住　所

令和　　年　　月　　日

納 入 場 所

入札（契約）保証金 免　除 入札（見積）書有効期間

（税抜き）



別　紙

数量 単位 単価 金額 備考

1 式 0
回送費
燃料費含む

1 式 0

0

5 日 0 １台

2 回 0

1 式 0

0

5 日 0 １台

2 回 0

1 式 0

0

5 日 0 ２３本

2 回 0

1 式 0

0

1 式 0

0

1 式 0

0

1 式 0

0

0合　　計

４　２０ｆｔコンテナ

　(1)２０ｆｔコンテナ

　(2)回送費

　(3)その他費用

小　　計

５　特殊車両申請料

小　　計

６　その他費用（１～５を除く）

小　　計

７　管理費

小　　計

小　　計

内　訳　書

品　　名

２　１３０ｔクレーン
　（オールテレーンクレーン）
　(1)１３０ｔクレーン
　（オールテレーンクレーン）

　(2)回送費

　(3)その他費用

小　　計

３　２３ｔフォークリフト

　(1)２３ｔフォークリフト

　(2)回送費

　(3)その他費用

１　船舶借上げ【２９９船】

　(1)２９９船

　(2)その他費用

小　　計



   分任契約担当官

   陸上自衛隊関西補給処桂支処

   会計科長  　　田　尾　正　輝  殿

規　　格 単　位 数　量 単　　価

以下余白

令和７年度第１回港
湾荷役実動訓練に伴
う船舶及び荷役器材
等の手配等

仕様書のとおり ST 1

金額￥　　　　　　　　　　　　　　

品　　目 金　　　額

納期 令和7年6月23日～令和7年6月27日仕様書のとおり

入　　　札　　　書

　に示された暴力団排除に関する誓約条項について誓約いたします。

代表者名

会社名

住　所

　　上記の公告又は通知に対して「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」の契約条

　項等を承諾のうえ入札いたします。

　　また、当社（私（個人の場合）、当団体（団体の場合））は「入札及び契約心得」

令和7年5月9日

納 入 場 所

入札（契約）保証金 免　除 入札（見積）書有効期間

（税抜き）



別　紙

数量 単位 単価 金額 備考

1 式 0
回送費
燃料費含む

1 式 0

0

5 日 0 １台

2 回 0

1 式 0

0

5 日 0 １台

2 回 0

1 式 0

0

5 日 0 ２３本

2 回 0

1 式 0

0

1 式 0

0

1 式 0

0

1 式 0

0

0

　(1)２３ｔフォークリフト

　(2)回送費

　(3)その他費用

小　　計

小　　計

４　２０ｆｔコンテナ

　(1)２０ｆｔコンテナ

　(2)回送費

　(3)その他費用

小　　計

合　　計

５　特殊車両申請料

小　　計

６　その他費用（１～５を除く）

小　　計

７　管理費

３　２３ｔフォークリフト

　(3)その他費用

小　　計

内　訳　書

品　　名

２　１３０ｔクレーン
　（オールテレーンクレーン）
　(1)１３０ｔクレーン
　（オールテレーンクレーン）

　(2)回送費

１　船舶借上げ【２９９船】

　(1)２９９船

　(2)その他費用

小　　計


